
令和３年度の決算状況をお知らせします

令和３年度　健全化判断比率および資金不足比率

令和３年度　養老町歳入歳出決算総括表

●健全化判断比率 ●資金不足比率

　令和３年度養老町一般会計および特別会計の歳入歳出決算が、令和４年第３回養老町議会定例会において認定されまし
たので、決算の概要をお知らせします。
　一般会計の決算は、歳入139億2,792万2千円、歳出128億924万円となり、前年度に比べ、歳入が25億9,775万4千円の減、
歳出が30億4,407万4千円の減となりました。また、特別会計の決算の合計は、歳入76億8,991万6千円、歳出66億
1,320万4千円で、前年度に比べ、歳入が2億3,634万5千円の増、歳出が6,762万9千円の増となりました。

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和３年度健全化判断比率および資金不足比率を算定しましたの
で公表します。

　健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っ
ており、財政の健全性は保たれていると判断できます。

※実質赤字額および連結実質赤字額がないため「－」と表示しています。

（単位：千円）

（単位：％）（単位：％）

※資金不足額がないため「－」と表示しています。

　いずれの事業も資金不足額が生じていないことから、
経営の健全性は保たれていると判断できます。

○実 質 赤 字 比 率

○連結実質赤字比率

○実質公債費比率
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一般会計などに生じている赤字の大きさを、標準財政規模（町の標準的な状態で通常収入されるであろう経
常的一般財源の規模）に対する割合で表したもの。
上水道や下水道など公営企業を含む全会計に生じている赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表し
たもの。
町の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したもの。
町の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したもの。
上水道や下水道などの公営企業の資金不足を、料金収入などの規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の
度合いを示すもの。

用語の解説
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歳 出 総 額 翌年度繰越額 うち翌年度へ
繰り越すべき財源 実質収支額歳入歳出差引額

合 計

国民健康保険

簡易水道

食肉事業センター

住宅新築資金等貸付

農業集落排水事業

介護保険事業

介護サービス事業

後期高齢者医療 

小計  

特

別

会

計

会　計　名

上 水 道 事 業 会 計

公共下水道事業会計

簡 易 水 道 特 別 会 計

食肉事業センター特別会計

農業集落排水事業特別会計

資金不足比率
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経営健全化基準
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項　目

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

健全化
判断比率

－

－

7.4

51.5

早期健全化基準

13.95

18.95

25.0

350.0

財政再生基準

20.00

30.00

35.0

参　　考

自主財源
6,249,831
44.9%依存財源

7,678,091
55.1%

※詳細は町ホームページに掲載していますので、ご覧ください。

人件費
2,241,830
17.5％

物件費
2,443,941
19.1％

維持補修費
61,628
0.5％

扶助費
2,219,062
17.3％

補助費等
1,604,269
12.5％

公債費
928,609
7.2％

積立金
1,137,741
8.9％

繰出金
1,163,304
9.1％

普通建設事業費
1,008,856　7.9％

議会費
10,3171　0.8%

総務費
3,077,365
24.0%

民生費
4,181,791
32.6%

衛生費
1,361,985
10.6%労働費

91
0.0%

農林水産業費
475,779　3.7%

商工費
438,937
3.4%

土木費
675,208
5.3%

消防費
697,522
5.4%

教育費
868,782
6.8%

公債費
928,609
7.2%

町税
3,460,566
24.8%

寄附金
1,304,700
9.4%

繰越金　672,363　4.8%

諸収入　283,717　2.0%

使用料及び手数料　213,853　1.5%

分担金及び負担金　97,883　0.7%

その他【自主財源】　216,749　1.5%その他【依存財源】　195,405　1.4%

地方譲与税　182,316　1.3%

消費税交付金
664,842　4.8%

町債
945,003
6.8%

県支出金
882,386
6.3%

地方交付税
2,708,366
19.4%

国庫支出金
2,099,773

15.1%
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